
中・小規模（事業所・テナント）用
〔　　　　　　　　　　〕消防計画

総　　則

 目的及び適用範囲等 
１　目的
本計画は、消防法第８条及び第36条に基づき、（　　　　ビル）における防火・防災管理上の必要な事項を定め、火災、大規模地震、毒性物質の発散等の災害による人命の安全確保、被害の軽減並びに二次災害の発生防止を図るため、予防的対策及び災害が発生した場合の応急的対策を図ることを目的とする。

２　適用範囲
本計画の適用範囲は、次の者に適用する。

⑴　(　　　　　　　　）内に勤務し、出入りするすべての者

※⑵　防火・防災管理業務の一部を受託している者

【※の部分は、該当する場合に記載するものとし、該当しない場合は削除し、以降の各項目を繰り上げる。（以下同じ）】

３　管理権原の及ぶ範囲
管理について権原の及ぶ範囲（以下「管理権原範囲」という。）は、（　　　　）部分とする。

※４　防火・防災管理業務の委託

⑴　防火・防災管理業務の一部の委託を受けて行う者（以下｢受託者｣という。）は、本計画に定めるところにより、管理権原者、防火・防災管理者、統括防火・防災管理者、統括管理者等の指示、命令の下に適正に業務を行う。
⑵　受託者の防火・防災管理業務の実施範囲及び方法は、「防火・防災管理業務委託状況表」（別表１）のとおりとする。
⑶　受託者は、防火管理業務と防災管理業務を一体的に実施する。

⑷　受託者は、受託した防火・防災管理業務について定期的に防火・防災管理者に報告する。

５　災害想定
本計画は、大規模地震（震度６強程度）発生時における（　　　ビル）の被害を「災害想定」（別表２）により想定し、これに対応した対策を定める。
６　消防計画の運用
防火・防災管理者は、全体の消防計画の見直しが行われた場合は、見直し結果を踏まえ、本計画を見直す。

 管理権原者及び防火・防災管理者の業務と権限 
１　管理権原者の責務
⑴　管理権原者は、管理権原範囲内の防火・防災管理業務の最終責任者として、従業員等を指揮監督し、防火・防災安全対策の徹底に努める。
⑵　管理権原者は、管理的又は監督的な立場にあり、かつ、防火・防災管理業務を適正に執行できる者を防火・防災管理者として選任する。
⑶　管理権原者は、防火・防災管理者に対し、防火・防災管理上必要な業務について、指示を与え、適正に行わせる。
⑷　管理権原者は、自衛消防組織の設置及び自衛消防活動の全般について責任を負う。

⑸　管理権原者は、建物構造、防火・避難施設及び消防用設備等・特殊消防用設備等について不備が発見された場合は、速やかに不備の是正を行う。

２　防火・防災管理者の業務等
防火・防災管理者は、本計画の作成及び実行については、「防火・防災対象物実態把握表」（別表３）により把握し、必要に応じて管理権原者の指示を求め、防火・防災管理に係るすべての権限をもって次の業務を行う。

⑴　消防計画の作成及び変更

⑵　自衛消防組織に係る事項
⑶　消火・通報及び避難訓練等の実施

⑷　建物等の自主検査及び点検の実施並びに監督

⑸　消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検及び整備並びにその立会い

⑹　避難通路、避難口その他の避難施設の維持管理

⑺　収容人員の適正管理

⑻　従業員等に対する防火・防災教育の実施

⑼　火気の使用、取扱いの指導、監督

⑽　収容物等の転倒、落下及び移動の防止措置

⑾　改装工事など工事中の立会い及びその監督並びに防災計画等の樹立

⑿　放火防止対策の徹底及び推進

⒀　臨時開催の催し物等の管理及び監督

⒁　関係機関との連絡

⒂　その他防火・防災上必要な事項

⒃　統括防火・防災管理者への報告

ア　防火・防災管理者を選任又は解任したとき

イ　消防計画を作成又は変更したとき

ウ　各種法定点検、定期点検を実施したとき

エ　火気使用設備・器具等の設置又は改修等を行うとき

オ　消防用設備等・特殊消防用設備等の不備欠陥が発見されたとき又は改修するとき

カ　危険物、引火性物品及び大量の可燃物を搬入し、貯蔵・取り扱うとき
キ　用途の変更及び内装改修等の工事を行うとき

ク　消防訓練を実施するとき
※ケ　防火・防災管理業務を委託するとき

コ　その他防火・防災管理業務上必要な事項

予防的事項
 共通的事項 
１　予防活動組織
予防的活動に係る組織は、防火・防災管理者を中心に必要に応じて防火・防災担当者及び火元責任者等を定め、組織的に予防活動を実施する。

２　点検・検査
⑴　防火・防災管理者は、点検が計画通り行われているか否かを確認するとともに、点検結果をチェックする。
⑵　建物等の自主検査は、「自主検査表（日常）」（別表４）により日常点検を実施し、「自主検査チェック表（定期）」（別表５）に基づき定期的（６ヶ月ごと）に実施する。
⑶　消防用設備等・特殊消防用設備等の自主点検は、「消防用設備等自主点検チェック表」（別表６）に基づき行う。

３　消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検
消防用設備等・特殊消防用設備等の法定点検は、点検設備業者に委託して年２回
（　月と　月）実施させ、点検結果を（　）年に１回所轄消防署長に報告（　月）する。

４　防火対象物及び防災管理の法定点検

防火対象物点検報告及び防災管理点検報告は、次により行う。

⑴　管理権原者は、資格者又は点検業者等に委託して点検を実施させ、点検結果を毎年１回所轄消防署長に報告（　月）する。
⑵　防火・防災管理者又担当者は、点検実施時に立ち会う。
【下線部分は、該当する場合に記載するものとし、該当しない場合は削除する。】

５　点検・検査結果等の記録管理
⑴　防火・防災管理者は、点検結果等を防火・防災管理維持台帳に記録管理する。

⑵　防火・防災管理維持台帳に編冊する書類等は、（別表７）のとおりとする。
６　休日・夜間等の対応
防火・防災管理者は、休日・夜間等で従業員が少なくなる場合は、従業員相互の連絡を十分に行い、安全対策に空白が生じないようにする。

７　ガス漏れ対策

　　ガス漏れ事故防止の対策は（別記）による。

 火災に特有の内容 
１　出火防止
防火・防災管理者は、火気使用設備・器具等の種類、使用する燃料、構造等に応じた安全管理に努める。

２　放火防止対策
防火・防災管理者及び従業員等は次の事項に留意して放火防止に努める。

⑴　敷地内及び廊下、階段室、洗面所等の可燃物等の整理、整頓又は除去を行う。
⑵　物置､空き室､倉庫等の施錠管理及び関係者以外の者に侵入されない環境作りを行う。
⑶　アルバイト､パート､派遣などの従業員の入退室管理を徹底し、侵入者の監視を行う。
⑷　監視カメラ等による死角の解消及び死角となる場所の定期的な巡回監視体制を確立する。
⑸　休日、夜間等就業時間外における巡回体制の確立と放置されている可燃物等の整理整頓を行う。

⑹　火元責任者又は最終退出者は、火気使用停止及び施錠の確認を確実に行う。

⑺　全従業員に対する放火防止の意識啓発を図る。
３　避難の障害となる設備を設け、又は物品を置かない。
⑴　防火・防災管理者及び従業員等は、避難施設及び防火設備の機能を有効に保持するため、次の事項を遵守する。
ア　避難口、廊下、階段、避難通路その他の避難施設
・避難の障害となる設備を設け、又は物品を置かない。
・避難口等に設ける戸は、容易に解錠し開放できるもので、開放した場合に廊下、階段等の幅員を有効に保持する。
・床面は避難に際し、つまずき、すべり等を生じないように維持管理する。
イ　火災の延焼を防止し、又は有効な活動を確保するための防火設備
・防火戸は、常時閉鎖できるようにその機能を保持し、閉鎖の障害となるくさびや物品を置かない。
・防火戸に近接して延焼の媒体となる可燃性物品を置かない。

⑵　防火・防災管理者は、避難施設、防火設備の役割を従業員等に十分認識させるとともに、定期的に点検、検査を実施し施設・設備の機能の確保に努める。

 地震に特有の内容 
１　建物等の耐震診断等
⑴　管理権原者は、全体の消防計画に基づく被害想定を受け、権原範囲内において改修工事等の必要な措置を講じる。
⑵　防火・防災管理者は、権原範囲内の事務室内、避難通路、出入り口等の収容物等の転倒・移動・落下防止に努める。

２　非常用物品の確保
⑴　管理権原者は、地震その他の災害等に備えて非常用物品等を｢非常用物品等の一覧｣（別表８）のとおり確保するように努める。
⑵　防火・防災管理者は、非常用物品の点検整備を定期に実施する。

３　ライフラインの途絶に対する措置
電気、ガス、上下水道、電話等のライフラインが途絶した場合の措置として、全体の消防計画の内容を踏襲する。
応急対策的事項

 共通的事項 
１　自衛消防組織の編成
⑴　管理権原者は、火災、地震その他の災害等による人的又は物的な被害を最小限にとどめるため、自衛消防組織に加入し、定められた任務を実施する。

⑵　防火・防災管理者は、管理権原範囲内における火災・災害に対応するため、「（　　　）地区隊の編成と任務」（別表９）で定める従業員等で構成する自衛消防組織を編成し、火災・災害等が発生したときは自衛消防活動を行う。
２　自衛消防組織の運用
⑴　防火・防災管理者は、自衛消防組織を勤務体制の変動に合わせ、統括管理者の指示を受け柔軟に編成替えを行うとともに、従業員等に割り当てた任務の周知徹底を図る。
⑵　防火・防災管理者は、災害等の応急活動のため緊急連絡網や従業員等の参集計画を別に定める。

 火災に特有の内容 
１　火災発見時の措置
火災の発見者は、大声で周辺の者に火災を知らせ、１１９番への通報を迅速に行うとともに、防災センターに発生場所、燃焼状況、逃げ遅れの有無等について速報しければならない。

なお、現場に複数の人がいる場合は、協力して通報・連絡や初期消火等の初動措置を
行う。

２　災害時の任務
自衛消防組織の各班員は、統括管理者等の指揮の下、全体の消防計画及び本消防計画に規定されている各班の活動を行う。
 地震に特有の内容 
１　地震発生時は、揺れが収まるまで身体の安全を図る。

２　災害時の任務
自衛消防組織の各班員は、統括管理者等の指揮の下、全体の消防計画及び本消防計画に規定されている各班の活動を行う。
３　被害状況の確認
防火・防災管理者は、管理権原範囲内の被害状況を確認し、必要な措置を講じるとともに統括防火・防災管理者及び統括管理者へ被害及び活動状況を報告する。

４　地震による出火防止への対応
地震による火災は、同時多発とともに消火設備の機能の低下等により対応が困難となることから出火防止等の徹底を図る。火災発見時の措置は、『火災に特有の内容』における『災害時の任務』に準じて対応する。

⑴　火気使用設備・器具等の周辺にいる者は、地震を感じたとき又は大きな揺れが収まった後、器具等の停止、電源の遮断及び燃料バルブの閉鎖等を直ちに行う。

⑵　ボイラー等火気使用設備の担当者は、燃料の自動停止装置の作動の確認及びバルブの閉鎖等を行う。

５　避難上の留意事項
⑴　防火・防災管理者は、統括管理者の指示を受け、管理権原範囲内の全員を安全に避難させる。

⑵　避難場所への避難
ア　火災の延焼状況及び建物の損壊・倒壊等の状況を判断し、危険が切迫しているときは、地域防災計画に定める避難場所へ避難誘導する。

イ　避難場所に誘導するときは、全体の消防計画に基づき、避難場所（　　区　　町　丁目「　　　　　　」）までの順路、道路状況、被害状況について説明する。　

６　南海トラフ地震における対策
⑴　管理権原者は、南海トラフ地震に係わる注意報等が発表されたときは、防火・防災管理者に、次の措置を行うことを指示する。

ア　自衛消防隊員に対する指示等
イ　従業員への伝達

ウ　在館者への伝達

エ　火気使用の中止

オ　従業員の実施する被害防止措置

カ　工事及び高所作業等の中止

キ　注意報の発令に対する情報収集

	＊　南海トラフ地震に係る防災対策を講ずる必要のある区域に該当する場合は、前記の活動内容によるほか、次により行う。

(1)　南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づき、次により津波からの円滑な避難の確保を行う。

ア  南海トラフ地震に伴う津波警報が発表された際の避難場所は（　　　　　　　　　）とし隊長が緊急性があると判断した場合、敷地内に耐震性のある建物が存する場合（自社ビルの場合は避難した人が３階以上の階において集合できる階の平面図【別図１】のとおりとする。）は、当該建物の３階以上の階への避難を優先する。
イ　中・高層の建物に存する又は入居している施設について、高台等への避難に相当な時間を要する場合で、耐震性・耐浪性を有するなど安全性が確保されている場合においては、その地域に予想される津波の高さより高い床標高を有する階（原則として３階以上）を避難場所とすることができる。

ウ　避難場所までの避難経路は、付近見取図（避難場所までの経路が判明する地図【別図２】）のとおりとする。

ただし、当該避難経路が道路陥没、建物倒壊等で有効に避難できない状態にあるときは、別の避難経路を選定する。

(2)　南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、自衛消防組織は、南海
トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるM8.0以上の地震の発生から１週間、後発地震に対して警戒する措置をとるものとする。また、当該期間経過後１週間、後発地震に対して注意する措置をとるものとする。

(3)　南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意)が発表された場合、自衛消防組織は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界においてM7.0以上M8.0未満又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側50km程度までの範囲でM7.0以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生するケースの場合は１週間、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが観測されたケースの場合はプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりの変化が収まってから、変化していた期間と概ね同程度の期間が経過するまでの期間、後発地震に対して注意する措置をとるものとする。

(4)　南海トラフ地震臨時情報（調査終了）が発表された場合、自衛消防組織は、管理権原者の指示に基づき、防災に関する業務を終了する。
(5)　南海トラフ地震に係る次の防災訓練を年1回以上実施することとし、必要に応じて自衛消防訓練と併せて実施する。災害が起きたときの役割にあっては、自衛消防組織の任務のとおりとする。
ア　情報収集・伝達に関する訓練

イ　津波からの避難に関する訓練

ウ　その他前項目を統合した総合防災訓錬

(6)　防火・防災管理者等が従業員等に対して行う教育は次により、別に定める防災教育と併せて次により実施する。

ア　南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づき取られる措置の内容
イ　南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識
ウ　地震及び津波に関する一般的な知識

エ　南海トラフ地震が発生した場合並びに南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が出された場合に具体的にとるべき行動及び従業員等が果たすべき役割
オ　南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識

カ　南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題
　　(7)　防火・防災管理者等が顧客等に対して、事前に行う必要な広報を次により実施する。
ア　南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づき取られる措置の内容
イ　南海トラフ地震が発生した場合並びに南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が出された場合の出火防止、顧客同士が協力して行う救助活動・避難行動、自動車運行の自粛等、防災上とるべき行動に関する知識
ウ　正確な情報入手の方法

エ　防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容

オ　各地域における避難対象地域、急傾斜崩壊箇所等に関する知識

カ　各地域における避難場所及び避難経路に関する知識


	


教育訓練

 従業員等の教育 

１　管理権原者の取り組み
⑴　管理権原者は、自らの防火・防災管理についての知識・認識を高めるため、消防訓練、防火・防災等に関するセミナー等に積極的に参加し、自己啓発を行う。
⑵　管理権原者は、全体の消防計画に定める防火・防災管理業務を積極的に推進する。
⑶　管理権原者は、防火・防災管理者及び従業員等の法定講習及び防災講演会等の受講並びに教育について必要な措置を講ずる。

２　防火・防災管理者の教育
防火・防災管理者は、防火・防災管理再講習を期限内に受講する。

３　防火・防災教育の内容
従業員等に対する防火・防災教育の内容は、実施者の任務分担を定め、おおむね次のとおりとする。

⑴　消防計画について

⑵　従業員の守るべき事項について

⑶　火災発生時の対応について

⑷　地震時の対応について

⑸　その他火災予防上及び自衛消防活動上必要な事項

 訓練の実施 
１　従業員等の訓練
⑴　防火・防災管理者は、次のとおり訓練を実施する。
	火災を想定した消火・通報・避難の訓練
	月・　　月

	地震を想定した避難の訓練
	月


⑵　防火・防災管理者は、従業員等を建物全体で実施する訓練に参加させる。
２　自衛消防訓練の通知
防火・防災管理者は、自衛消防訓練を実施しようとするときは、あらかじめ所轄消防機関へ通報し、実施日時、訓練内容等について従業員等に周知徹底する。
附　則　　　
この計画は、　　　　年　　月　　日から実施する。
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